港湾整備事業特別会計について

○　港湾整備事業特別会計
　 　港湾整備事業特別会計とは、港湾の基本施設（岸壁、防波堤、航路等）に対し、港湾の機能を効率的に発揮させるために必要なふ頭用地、上屋、荷役機械などを整備する港湾機能施設整備事業と港湾物流の効率化に資するための流通施設用地や保管施設用地等の土地を臨海部に造成する臨海部土地造成事業を経理するために、昭和６１年度に設立されました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

	年　　　　　　　　度
	S61～H17
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22
	計

	
	貸付収入（行財＋普財）
	672
	46
	48
	49
	45
	44
	904

	
	分譲収入
	626
	2
	86
	0
	0
	1
	715

	歳
	起債収入
	804
	36
	28
	51
	66
	40
	1,024

	
	起債償還等に係る減債基金繰入
	64
	18
	10
	26
	39
	44
	201

	
	雑入 等
	30
	0
	0
	1
	0
	2
	34

	入
	※繰越金
	95
	2
	3
	16
	4
	4
	－

	
	一般会計繰入金
	46
	0
	0
	0
	0
	0
	46

	
	計
	2,336
	104
	174
	142
	155
	135
	2,923

	
	建設投資
	903
	17
	15
	5
	4
	3
	948

	歳
	人件費
	96
	4
	4
	4
	4
	4
	116

	
	公債費（起債償還）・事務費等
	785
	51
	55
	96
	118
	95
	1,201

	
	減債基金への積立
	111
	19
	73
	23
	17
	18
	262

	出
	施設管理費
	133
	10
	10
	9
	9
	12
	182

	
	一般会計繰出金
	210
	0
	0
	0
	0
	0
	210

	
	計
	2,239
	102
	158
	138
	152
	132
	2,919


※歳入の繰越金については、前年度からの繰越金を計上しているため、歳入総計には計上しない。
○　港湾整備事業特別会計の減債基金への積立について
　　　港湾整備事業特別会計では、整備のために発行した地方債のうち満期一括償還方式のものの償還に備えて、既存施設からの使用料収入や造成した土地の分譲代金等の一部を、一定のルールに従って毎年度※減債基金に積立てています。
※将来の地方債の償還に充てる財源を積み立てるための基金

【参　考】　港湾整備事業特別会計における減債基金積立金の残高及び地方債残高　　（単位：億円）
	年　　　　　　　度
	H17
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22

	減債基金積立金 年度末残高
	48
	48
	112
	109
	86
	60

	地方債　年度末残高
	525
	521
	505
	470
	428
	380


